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【デジタルを活用した取組の全体概要】 

〇全ての町民がデジタルを日常生活で使いこなせることを目指す町をあげた

事業。特にデジタルに不慣れな高齢者がデジタルに親しみを感じられること

を重視した。 

①希望する全世帯へのタブレット配布 

②町内全域への光回線の整備 

③町 HPの更新に合わせ町の双方向型ポータルサイトを作成 

④配布したタブレットをはじめ、日常的なデジタルお困りごとに対応する常

設ヘルプデスクの開設と町内全 44の自治会ごとの講習会等の活用支援 

の 4つの施策により構成される。 

【実施に至る経緯・動機】 

〇都農町の人口は１万人を下回り、様々な業種で人手不足が深刻化してい

る。その上、コロナ禍での高齢者の孤立化、オンライン環境の整備状況によ

る教育格差、生産者・飲食店の売り上げ大幅減が発生。コロナ禍を乗り越

え、生き残る町になるべくデジタル化に舵を切った。 

【解決する課題の具体的内容】 

〇情報端末の所有有無による高齢者の情報格差 

〇光回線整備の有無による家庭学習環境の差 

〇携帯ショップ等デジタルの相談場所がない（都市部との情報格差） 

〇コロナ禍による町内事業者の販路の縮小 

デジタルを活用

した取組による

成果（成果がわ

かるデータ・数

値） 

＜タブレット配布率＞ 

・配布率は全体で 72％、65歳以上の高齢者のみの世帯は 84％であり、多くの

高齢者の方にタブレットを活用頂いている。 

＜デジタル活用サポート＞ 

・事業開始 1年で、累計 109 回の講習会の実施、常設の ITヘルプデスクは来

客数の累計が 1,000名を達成した。 

＜コンテンツ・サービス＞ 

・町内の買い物難民向けの ECサイトを構築し、約 30名のモニターの方向けに

実証実験中 

・町のホームページの ID登録者数は 962件である。 

・公式 YouTubeチャンネル「つの TV」の平均視聴回数は 604 回である。 



本取組の特徴的

な点やデジタル

の活用において

工夫した点 

本事業ではデジタルに抵抗感の強い高齢者の方にもデジタルに親しんでいた

だくことを第一に考え、今まで情報端末を所有していなかった層にもタブレッ

トを使って頂けるよう工夫をした。 

例えば町の HP を刷新し、通常の HP のような PC・スマホ用の画面だけではな

く、文字が大きくコンテンツを絞ったタブレット用の画面を作成した。また、

町内の広報誌「週報つの」の電子版や、町内の医療従事者等が毎日更新する健

康メディア「つのまる」、都農町の出来事を取り上げるユーチューブチャンネ

ル「つの TV」など町民へのヒアリングを元にニーズの高かったコンテンツを

作成した。町の HPは、都市 OSの基盤を有する双方向型のポータルサイトにす

ることで、ID 登録した方の属性に応じた情報提供やコンテンツの利用を可能

にしている。 

また、継続的なサポート体制の構築も行っている。44 の公民館を年に 4 回ず

つ巡回する d サロン（講習会）の開催をはじめ、予約不要・無料の常設の IT

ヘルプデスクにていつでも気軽にデジタルの相談が出来る場を設けている。足

腰が悪い方や免許を返納された方には希望の声があればご自宅を訪問しての

説明会も行っている。また、オリジナルの絵本を製作し、誰もが親しみやすい

デジタル普及を図った。 

今後の展望 

誰もが情報端末を有し、使いこなせるようになることを目指しつつ、都市 OS

と連携した有益なサービスの作成も同時に進めていく。また、オプトイン型の

ID データを活用することでパーソナライズされた情報提供やサービスの利用

を可能にする。蓄積された ID データは、今後のサービス開発や町内での事業

の創出に繋げていきたいと考えている。 



「デジタル・フレンドリー事業」組織体制図 

 

 

 
 



「デジタルフレンドリー事業」概要図 

 

 

 


